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１．はじめに
　空間データの作成は，新規に空間データを作成す
る場合と，すでにある空間データ（以下元データと
いう）に経年変化部分の追加，削除，訂正（以下加
除訂正という）を行って空間データ（以下更新デー
タという）を作成する場合がある．いずれの場合で
も，地理情報標準プロファイル（JPGIS）」（国土地
理院，2005）の「品質要求，評価及び報告のための
規則」に基づいて作成された品質要求を満たすこと
が求められる．多くの自治体では，更新データの作
成を行う場合，契約書または特記仕様書に元データ
に対して経年変化の加除訂正を求めている．した
がって，契約上の品質責任範囲は，加除訂正範囲と
見なすことができる．
　ところが，空間データの全域を検査する品質検査
ツール（平田，2008）はあるが，加除訂正範囲を抽

出するツールも，加除訂正したデータを品質検査す
るツールもなかった．
　今後，空間データの作成技術が進歩し品質が向上
すると，従来，精度不良等で，新規に全空間データ
を作成していたが，更新で済むようになり，更新
データの品質検査の重要性が更に増すことが予想さ
れる．そこで，本研究は，受託者が更新データの納
品時に，品質保証を行うための品質検査の範囲を特
定することに焦点を当てて研究を行った．
　多くの自治体は，国土交通省の公共測量作業規程
（国土地理院，2004）（以下作業規程という）の，ディ
ジタル・マッピング（以下 DMという）仕様に基
づいてデータを作成している．
　ここで，空間上に存在する建物，道路等を地物と
よび，空間データ上の面・線・点，属性等を要素と
よぶこととすると，DMデータは，地物が重なった場
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合に間断表記をするため，要素を分断，集合させて
作成する場合がある．間断表記では，1つの地物が
重なる部分と重ならない部分で線分を途切れさせて
作成し，他の地物が覆いかぶさった下の地物は破線
等の表記をする．このため，DMデータから作成し
ている空間データの元データも更新データも重なり
のある場合には，地物を複数の要素で作成している．
　更新データは，次の 4つで構成される．
（1） 追加要素：元データに追加された要素．
（2） 訂正要素：元データの形状，属性が修正された

要素．
（3） 削除要素：元データにあり，更新データから消

去された要素．
（4） 無変更要素：経年変化がなく，元データと形状，

属性が同じ要素．
　このように，更新データは，元データと加除訂正
で作成したデータとが混在しているところに特徴が
ある．
　したがって，更新データは，無変更要素のように
受託者が品質の責任を負わない要素も含まれている
ことから，品質責任を負う範囲を明確にするために，
効率的かつ正確に加除訂正要素を抽出する方法の確
立が重要な課題となる．
　加除訂正要素を抽出するためには，元データと更
新データの要素，座標，属性を比較して分類抽出す
る方法（以下差分抽出という）がある．本研究は，
この差分抽出を利用して，追加，削除，無変更要素
を抽出することとした．
　差分抽出も時点の違うデータを比較する時系列管
理と考えることができる．これまで，空間データの
幾何要素と主題要素に時間要素を付加して，経年変
化を捉えようとする時空間データベースの考えがあ
り，時空間の静的，動的なデータモデルの提案（太
田，1999）や，時々刻々変化する道路・交通情報管
理について研究されている（星野ほか，1999）．また，
数値地図 2500のフォーマットをできるだけ変更せ
ず，既存にある ID番号に要素の発生，消滅の情報
を付加することで時系列管理を行う方法等が報告さ
れている（門脇ほか，2001）．
　町田市共通基盤データ，岐阜県共有空間データで

は，加除訂正部分の抽出を目的として，要素に固有
の ID番号を附番し，更新の際の ID番号の附番方
法に時系列情報を意味付けしたものを仕様化してい
る．そこで，この仕様に基づき品質要求に適合する
更新データを作成し，加除訂正を行ったデータのみ
を対象とする品質検査を行うことができるように，
差分抽出ツール（以下ツールという）を開発するこ
ととした．
　ツールは，差分を抽出する必要からデータの論理
一貫性の書式一貫性，定義域一貫性，概念一貫性の
チェック機能を持たせた．また，追加，訂正，無変更，
削除要素の抽出により，それぞれの要素と数量を知
ることができる．これを利用して，ツール適用結果
と，真値（今回の場合，土地台帳，家屋台帳）及び
受託者の品質検査結果を比較することでツールの有
効性を検証することとした．
　ツールは，追加，削除要素において元データと更
新データの同一 ID番号の有無によって判定した．
また，訂正要素は，元データと更新データの座標比
較によって判定するが，訂正要素とする移動量を自
由に設定できるようにした．そして，訂正要素とす
る属性変化は，1文字でも変化がある場合とした．
また，位相一貫性を除く論理一貫性と完全性の適合
水準は，全数検査で品質要求と同じく 0％とした．
　本論文は，序説を含めて 5節で構成されている．
2節では，更新の際に起きる要素の変化を述べる．
3節では，元データと更新データの差分抽出を行う
際の抽出方法，ID附番の原則，ツールの処理プロ
セスを述べる．4節では，3節で開発したツールを
使って，実際のデータで分析した結果と効果を述べ
る．5節では，成果のまとめと今後の課題を述べる．

２．更新の定義
　この節では，空間データの加除訂正を行う際に，
要素が重なった場合に生ずる変化，すなわち他の要
素の影響を受けない独立変化と，影響を受ける関連
変化について述べる．

２．１．加除訂正
　加除訂正の修正作業は，新たに要素を加える「追



 （3）－－111

加」，元データの形状，属性あるいは両方を修正す
る「訂正」，そして元データの要素を除く「削除」と，
元データに形状，属性にまったく手を加えない「無
変更」の要素で構成されている．
　要素は，加除訂正で重なりの発生や重なりの解消
があると，他の要素が影響を受けて変化することが
ある．修正作業で要素が重なると，例えば，要素の
重なっていない部分を実線表記し，重なっている部
分を非表記または破線表記している．国土基本図図
式（国土地理院，2005）（以下図式という）は，図
表第 2に「双方が立体関係にある場合には，特に定
める場合を除き，下方の記号を間断して表示する」
と規定している．
　すなわち，データ更新に際し，重なりと重なりの
解消に対応して，図式表記するために，個々の要素
の修正だけにとどまる場合と，修正によって他の要
素が影響を受け，形状変更，分割・集合等を行わな
ければならない場合が生ずる．
　図 1は以下に示す作業，重なり規定，発生要素の
関係を図示したものである．
（1） 作業：加除訂正の作業を指し，追加，訂正，削

除，無変更の作業種類がある．
（2） 重なり規定：要素が重なっている場合の要素の

変化は，図式に定められた表記の規定により決
まる．2.1.1，2.1.2節で示すように，修正する
要素自身のみ修正する「独立変化」と，対象要
素の修正に関連して他の要素も修正する「関連
変化」がある．

（3） 発生要素：加除訂正で生じた要素で追加要素，
訂正要素，削除要素，無変更要素がある．

以下独立変化と関連変化について述べる．

２．１．１．独立変化
　独立変化とは，重なりによって他の要素が影響を
受けずに，修正する要素のみが変化することをいう．
独立変化は，他の要素との重なりがない場合と，図
式で重なりを許している要素間で起きる．
　図 2は，独立変化の例で，左から右上に送電線が
通っている．送電線は，他の要素と重ねて表記する
ので，追加されても他の要素は影響を与えない．こ

のような要素には，他に索道，行政界等がある．

２．１．２．関連変化
　関連変化とは，重なりで，あるいは重なりの解消
で，影響を受けて他の要素に変化を与えることをい
う．
　関連変化には，次の 3つのタイプがある．
（1） 重なりを許さない地物間で，境界が共有または

隣接する場合に，一方の要素の修正によって他
の要素と重なりを発生した場合．

（2） 重なりを許す地物間で，要素同士が部分的に重
なった場合，または，部分的重なりの解消によっ
て重なり部分を復元する場合．

（3） 重なりを許す地物間で，要素の重なりによって
分断した場合．または，重なりの解消によって
分断された要素が集合する場合．

 

 

図 1　作業と発生要素の関係

図 2　独立変化の例
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　図 3は関連変化の（3）の例である．元データで
はプラットホームのみであった．しかし，経年変化
でプラットホームの上に建築物が加わったため，プ
ラットホームは，建築物の下（破線部分）と，建築
物の左右の 3つ（図中に示した数字）に分割されて
いる．このように，関連変化は，重なりによって他
の要素が影響を受けて変化することをいう．
　関連変化は，修正作業の加除訂正によって，新た
に追加要素，訂正要素，削除要素が生成される．ま
た，作業方法によって追加要素，訂正要素，削除要
素の数が異なってしまう．公共測量作業規程は，修
正方法まで規定していないので，要素数の増減を管
理したい場合は，作業方法の指定が必要である．

３．差分抽出ツールの開発
　この節では，差分抽出方法，ID附番の原則，処
理プロセスの概要について述べる．

３．１．差分抽出方法
　更新データの品質検査は，図 4に示すように，元
データと更新データの差分である追加，訂正要素と
更新データ全体について行う必要がある．そのため，
追加，訂正要素の抽出を行う必要がある．
　差分抽出の方法には次の 2つの方法がある．
（1） 座標をキーとして変化分を抽出する方法．
（2） 要素の属性にユニークな ID番号を附番する方

法．
　座標をキーとする方法では，座標列の比較によっ
て追加要素と削除要素の抽出はできる．しかし，要

素の形状が変わらず，位置が全体的に移動した場
合，座標列の一部が変更された場合には，追加要素，
訂正要素のいずれであるかの識別がつかない．した
がって，変化分の抽出はできるが，変化の種類まで
は識別できない．
　一方，ID番号附番方法は，ID番号作成のための
繁雑さはあるが，ID番号の付番に規則性を持たせ
ることによって追加要素，削除要素，訂正要素の識
別を確実に行うことができる．したがって，変化の
種類と数の把握に適している．そして，ID番号附
番方法は，追加要素，削除要素を座標比較せず，ID

番号だけで識別できるので処理時間を短縮できる．
また，ツールに，ID付番の文字型の混在や，ID番
号の重複等をチェックするための機能を加えること
によって，ID番号管理の問題点を補うことができ
る．そこで，本ツールでは，変化の種類と数の把握
に対応するため，ID番号附番方法で差分抽出を行
うこととした．

３．２．ID附番の原則
　本研究では，追加要素，訂正要素，削除要素，無
変更要素の識別を行うため，ID附番の原則を次の
とおりとした．
①  ID番号は，要素単位にユニークな番号を付与．
時間属性に追加年月日を付与．

②  追加要素の ID番号は，最終番号 +1で附番．
③  削除要素の ID番号は欠番．
④  訂正要素の ID番号は変更しない．時間属性に訂
正年月日を付与．

　表 1は，差分抽出の処理および判定の関係を示し
たものである．処理 1では，同じ ID番号が元データ，
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図 3　関連変化の例

図 4　更新データの抽出と品質検査の関係
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更新データの片方にしかない場合で，元データのみ
にある場合を削除要素とし，更新データのみにある
場合を追加要素と判定する．処理 2では，同じ ID

番号が元データ，更新データの両方にあるものに対
して，同じ ID番号の座標列および属性の比較を行っ
て，元データと更新データが異なる場合を訂正要素
とし，同じ場合を無変更要素と判定することとした．

表 1　差分抽出の処理と判定
処理１

判定１ 処理２ 判定２元データ
ID番号

更新データ
ID番号

1 1 同じ ID
番号

座標，属性
の差分抽出

無変更 or
訂正

2 　欠番 削除要素

3 3 同じ ID
番号

座標，属性
の差分抽出

無変更 or
訂正

4 　欠番 削除要素

5 5 同じ ID
番号

座標，属性
の差分抽出

無変更 or
訂正

・ ・ 　 　 　
・ ・ 　 　 　

31 31 同じ ID
番号

座標，属性
の差分抽出

無変更 or
訂正

　なし 32 追加要素
　なし 33 追加要素

　このように，ツールで元データと更新データから，
追加，訂正，削除，無変更の各要素を抽出する．抽
出されたデータの追加，訂正要素は，検査対象を決
める情報となる．

３．３．差分抽出ツールの処理プロセス
　本研究は，更新時に於ける品質検査を全更新デー
タに対して行うのではなく，元データに加除訂正し
たデータのみに行うべきであると主張している．こ
の加除訂正データすなわち追加要素，訂正要素，削
除要素を抽出するのがツールである．更新時に於け
る差分抽出の概要を図 5に示す．
　なお，このプログラムは，Vivid Solutions社が開
発した Javaのオープンソース・デスクトップ GIS

の Jumpを活用した．このプログラムには，異なる
レイヤー間の座標列が一致しているものを検出する
機能がある．そこで，Jumpをベースに差分抽出に
必要な機能を追加してツールとした．なお，訂正要
素と判定するためには，元データと更新データの対

になる座標値が移動していなければならないが，そ
の移動量を現地寸法で設定できるようにした．

４．本ツールを用いた分析例
　この節では，分析に利用したデータ，分析内容，
分析の結果を述べる．

４．１．分析に利用したデータ
　事例分析は，町田市の平成 17年度町田市共通基
盤データの筆界，家屋を元データとし，平成 18年
度の筆界，家屋を更新データとして行った．
　平成 18年度の筆界と家屋の更新作業は，それぞ
れ別の受託者が行った．また，加除訂正は，家屋の
改築，増築，筆界の分合筆，区画整理等を変化した
要素の元データを削除し，次に，新たに家屋，筆界
を追加要素として作成してある．また，加除訂正し
た筆界に隣接する筆界（以下周辺筆界という）と，
加除訂正の筆界との整合を取るための修正は，訂正
要素として作成した．同様に，加除訂正した家屋に
隣接する家屋（以下周辺家屋という）と，加除訂正
した家屋と重なり等を解消する場合は，訂正要素と
して作成してある．また，加除訂正を行わない無変
更要素の IDおよび座標は，変えないことを条件と
して作成してある．
　更新データで追加，削除，訂正の真値が分かる例

図 5　差分抽出の概要
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は少ない．しかし，筆界と家屋は，土地台帳，家屋
台帳で追加と削除を管理しているので，ツールが正
しく動作しているかを検証するために採用した．

４．２．分析内容
　分析に使用した更新データは，受託者の社内検査
でエラーが 0％と報告されたもので，この社内検査
結果と差分抽出結果を比較検証することとした．
　受入検査では，まず図 5に示すツールで，筆界，
家屋の ID番号の論理性チェックを行い，次に追加
要素，削除要素，訂正要素を抽出した．
　台帳には，関連変化を生ずる周辺筆界との整合性
を取るための修正や，周辺家屋との重なり解消のた
めの位置補正等によって生ずる訂正要素の情報がな
い．
　そこで，新たに元データと更新データの同じ ID

番号の座標，属性を比較し，移動を判定する移動判
別プログラムを作成し，訂正要素のツールの有効性
を検証することとした．また，座標が移動したと判
定する移動量は，特記仕様書により 10cm以上に設
定した．

４．３．分析結果
４．３．１．ID番号の論理性
　ツールを元データと更新データに適用し，論理一
貫性の書式一貫性，概念一貫性，定義域一貫性の
チェックを行った．その結果，更新データの筆界，
家屋の文字型の誤りを 183個抽出した．
　次に，更新ファイルの文字型を修正した上で，再
びツールを稼動させた．その結果，追加筆界 19筆
の ID番号の重複を見つけた．このように，ツールは，
受託者の社内検査で見逃されていた文字型のエラー
を容易に見つけ，ID番号の付番の間違いを確実に
発見・修正できる．こうした論理性チェックの機能
は，修正作業時間の短縮ができるという点で，実用
上大きな意味がある．

４．３．２．筆界の差分抽出
　更新データの削除筆界，追加筆界，訂正筆界をツー
ルで抽出し，それぞれの合計数値を算出した．表 2

は，土地台帳の筆界数と差分抽出の結果及び受託者
の検査結果を比較したものである．なお，追加訂正
筆界数は，追加筆界数と訂正筆界の合計である．た
だし，土地台帳の筆界数には，訂正筆界数の属性の
修正数は管理されているが，図形の修正は管理され
ないため表では－としている．

表 2　抽出筆界数

項目 土地台帳の
筆界数

差分抽出の
筆数

受託者の
筆界数

総筆界数 242,560 242,560 242,560
削除筆界数 3,393 3,393 3,393
追加訂正筆界数 － 14,449 14,677
追加筆界数 6,141 6,141 6,141
訂正筆界数 － 8,308 8,536

　そこで，差分抽出の訂正筆界数の結果が正しいか
どうかを判断するため，移動判別プログラムで訂
正筆界数を検証した．検証の結果，訂正筆界数は，
8,308筆であることを確認した．一方，受託者の訂
正筆界数は 8,536筆で，両者の訂正筆界数に 228筆
の差が出ている．この原因を調査するため，受託者
より 8,536筆の IDリストの提供をうけ，これを基
に 228筆を特定し，移動判別プログラムで 228筆が
変更されていないことを確認した．追加訂正筆界数
14,449筆を母数とすると 228筆は，過剰が 1.58％で
ある．母数の不確実はデータ適用範囲に影響を与え，
品質評価結果の信頼性を損なうものとなる可能性が
ある．
　原因調査の結果，受託者の更新データを作成する
機器（以下生産機器という）は，周辺筆界の整合の
ために座標列を修正する場合，オペレータが手動で
属性に修正履歴のフラグ立てることになっている．
今回のケースは，周辺筆界を修正するため修正履歴
フラグを立てたが，何らかの理由によって座標列を
修正せずに終了したため，上記の差が出たもので
あった．ツールの訂正筆界抽出は，元データと更新
データの座標を比較しているので，このような，人
為的なミスも確実に見つけることができる．

４．３．３．家屋の差分抽出
　更新データの削除家屋，追加家屋，訂正家屋は，
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ツールで抽出し，それぞれの合計数値を算出した．
表 3は，家屋台帳の家屋数と差分抽出の結果及び受
託者の検査結果を比較したものである．なお，追加
訂正家屋数は追加家屋数と訂正家屋数の合計であ
る．ただし，家屋台帳の家屋数の家屋台帳には，訂
正家屋数の属性の修正数は管理されているが，図形
の修正は管理されないため表では－としている．

表 3　抽出家屋数

項目 家屋台帳の
家屋数

差分抽出の
家屋数

作業機関の
家屋数

総家屋数 111,675 111,675 111,675
削除家屋数 6,111 6,111 6,111
追加訂正家屋数 － 13,058 13,036
追加家屋数 12,775 12,775 12,775
訂正家屋数 － 283 261

　そこで，差分抽出の訂正筆界数の結果が正しいか
どうかを判断するため，移動判別プログラムで訂
正家屋数を検証した．検証の結果，訂正家屋数は，
283棟であることを確認した．また，受託者の訂正
家屋数は，261棟で両者の訂正家屋数に 22棟の差
が出ている．
　この原因を調査するため，261棟の IDリストの
提供を受け，これを基に 22棟を特定し，移動判別
プログラムの結果から 22棟の座標が移動している
ことを確認した．追加訂正家屋数 13,058棟を母数
とすると 22棟は，追加訂正家屋数 13,058棟を母数
とすると 22棟は，漏れが 0.168％である．母数の不
確実はデータ適用範囲に影響を与え，品質評価結果
の信頼性を損なうものとなる可能性がある．
　原因調査の結果，受託者は，生産機器で家屋が重
なった場合に位置補正を行っている．生産機器は，
空間検索機能と集計機能があり，元データと修正後
のデータの座標比較を行い，位置補正のため移動さ
せた家屋を訂正家屋として集計している．また，生
産機器は，固有のフォーマットで管理されている．
一方，元データと更新データのデータ形式は，とも
に Shape形式である．このため，元データを生産機
器用に変換し，更に修正作業後のデータを納品用に
と 2回変換している．この 2回のデータ変換の過程
で変換誤差を生じさせている可能性が高い．生産機

器は，生産機器内の元データと更新データを比較し
ているが，この比較では変換誤差を見つけることが
できない．このため，変換誤差が見逃されている．

４．３．４．効果
　これまで，加除訂正を行った範囲を特定すること
が困難であったが，このツールを使うことによって
加除訂正を行った要素を抽出することができるよう
になった．これによって，加除訂正範囲の誤差修正
を容易にすることと，加除訂正範囲の品質検査がで
きるようになったことは，意義が大きいものと考え
る．
　また，ツールを使った処理時間は，IBM社製
2003サーバー，Pentiam4，メモリー 4GBで処理し
た結果，筆界について約 25分，家屋について 18分
であった．

５．おわりに
　本研究は，更新データの品質検査に焦点を当て，
ID番号の規則性を利用して更新データの構成要素
である削除，追加，訂正，無変更の各要素を抽出す
るツールの開発を行った．そして，そのツールの評
価は，資産税の地番図，家屋図を利用して行った．
　本研究で得られた主な成果は以下の通りである．
①  受託者の品質検査は，更新データ全体に対して
プログラム検査を行い，元データに変更を加え
ない無変更要素のエラーを目視で除外している
のが実態であった．ツールを活用すれば，更新
データの元データに対する変化要素を自動で抽
出でき，抽出ミスの防止と，作業時間の短縮に
効果がある．

②  受託者の品質検査は，生産機器内データの全デー
タを検査しており，元データと納品物である更
新データを直接比較していない．ツールでは，
元データと更新データを直接比較しているため，
生産機器で元データから更新データを作成され
るまでに行われた種々の座標変換誤差を訂正要
素として捉えることができる．

　今後の課題として，本研究は，ID番号をキーと
して差分抽出をしている．しかし，ID番号の管理
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をオペレータが管理することは，品質管理上課題が
残る．今後は，空間データ生産機器の ID番号を自
動的に附番するロジックの研究に取り組みたい．
　また，本研究では 2.1.2の関連変化における 3つ
のパターンのうち（1），（2）は解決したが，（3）の
重なりを許す地物間での分断と集合が解決していな
いことがあげられる．分断で複数要素にした場合，
集合によって複数要素を 1つの要素にした場合の処
理に課題が残る．
　不連続な複数の要素を 1つの要素とすることに
は，グラフィックグループ（ESRI社ではマルチパー
ト）を活用する方法が考えられる．この機能を利用
して，要素の分断，集合のデータを作成し，そのデー
タに対応するツールを開発することによって解決し
たいと考えている．そして，複雑な関連変化の生ず
る地形図に適用し，ツールをさらに汎用性の高いも
のにしていくよう研究を深めたい．
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